
【給付①】

事務担当者（初任者）講習動画

東京金属事業健康保険組合 業務部

令和７年４月



◎健康保険は業務外の病気やけが、及び出産、死亡に対して給付を行うものです。
◎健康保険の給付の対象となるのは、治療方法として安全性や有効性が認められ、
あらかじめ国によって保険の適用が認められている療養に限られます。

健康保険の給付
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健康保険で受けら
れる診療の範囲

〇医師の診察、必要な検査 〇薬剤、治療のための材料
〇処理、手術、注射、麻酔 ○精神科専門療法
〇入院および入院時の看護
〇在宅での療養上の管理や看護

健康保険で受けら
れないもの

〇仕事（業務上）が原因となって起きたけがや病気
〇通勤途上のけがや病気 〇美容整形 〇健康診断
〇単なる疲労や倦怠感に対する栄養剤の注射
〇正常な妊娠や出産

制限されるもの（全
部または一部）

〇犯罪行為や故意に事故を起こしたとき
〇けんか・酒酔い等による事故
〇不正な行為で保険給付受けようとしたとき 等



〇業務外の事由によること（業務上、通勤途上によるものは除く）

法 定 給 付

被保険者 被扶養者

病
気

・

け
が

病気やけがで医療機関
にかかるとき

療養の給付 家族療養費

評価療養、選定療養を
受けたとき

保険外併用療養費 家族療養費

やむを得ない事由で保
険証が使えないときなど

療養費 第二家族療養費

自己負担額が高額に
なったとき

高額療養費 高額療養費

在宅で療養している難
病患者等が訪問看護の
サービスを受けたとき

訪問看護療養費 家族訪問看護療養費

入院時に食事の提供を
受けたとき 入院時食事療養費 入院時食事療養費

付 加 給 付

被保険者 被扶養者

・一部負担還元金

・家族療養費付加金

・訪問看護療養費付加金

・家族訪問看護療養費

付加金

・合算高額療養費付加金
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健康保険の給付一覧①



〇業務外の事由によること（業務上、通勤途上によるものは除く）

法 定 給 付

被保険者 被扶養者

傷
病

病気やけがのため
仕事を休み給料が
もらえないとき

傷病手当金

出
産

出産のため仕事を
休み給料がもらえ
ないとき

出産手当金

妊娠４か月（８５日）
以上で出産したとき 出産育児一時金

家族
出産育児一時金

死
亡
死亡したとき 埋葬料（費） 家族埋葬料

付 加 給 付

被保険者 被扶養者

出産育児一時金

付加金 １児につき

５２，０００円

埋葬料付加金
５０，０００円

家族埋葬料
付加金

１５，０００円
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健康保険の給付一覧②



《 療養の給付・家族療養費 》

病気やけがをしたとき、保険医療機関の窓口にマイナ保険証等を提示することで、かかった医療費の

一部を支払うことにより、必要な医療が受けられます。

また、医師から処方せんを交付されたときは、保険薬局で調剤が受けられます。

【窓 口 負 担 額】

被保険者 被扶養者

７０歳未満 ⇒ ３割負担 義務教育就学前 ⇒ ２割負担

７０歳以上 ⇒ ２割負担（一般） 義務教育就学後７０歳未満 ⇒ ３割負担

⇒ ３割負担（現役並み所得者＊1） ７０歳以上 ⇒ ２割負担（一般＊2）

＊1・・・標準報酬月額が２８万円以上の方 ＊２・・・被保険者が７０歳以上で現役並み

所得者の場合は３割負担

4

病気やけがをしたとき（現物給付）



○入院したとき、医療費の負担とは別に、入院時の食事の費用として1食につき５１０円

（低所得者は 減額）の食事療養標準負担額を支払います。

○６５歳以上の人が慢性の病気で療養病床に入院したとき、医療費の負担とは別に、食

費１食５１０円＋居住費１日３７０円（低所得者は減額）の生活療養標準負担額を支払

います。

○在宅で療養するとき、難病患者・末期がん患者などは、かかりつけの医師の指示によ

り、訪問看護ステーションから派遣された看護師等の看護・介護を受けることができま

す。
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立て替え払いをしたとき・やむを得ない事由によって健康保険を使えなかったときで、一旦全額支

払った費用については、健康保険組合に請求すれば、療養費として健康保険で定められた範囲で払
い戻しが受けられます。

申請内容 例 提出書類

①やむを得ない事由（急病

等）により自費で受診し
たとき

●資格取得の手続き中など

でマイナ保険証等を窓口
に提示できなかった

○療養費支給申請書

○診療報酬明細書（レセプト）（原本）
○領収書（原本）

② 現在の健康保険組合に

加入する以前に加入して

いたときの健康保険で受

診したとき

○療養費支給申請書

○前保険者に医療費を返還した際の領

収書（原本）

○前保険者から送られてくる診療報酬

明細書 (レセプト）

療養費・第二家族療養費（現金給付）
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申請内容 例 提出書類

③医師の指示により、治療

用装具を作成したとき

●関節用装具やコルセット

●義眼（眼球摘出後眼窩保
護のため）

●９歳未満の小児治療用眼

鏡

●四肢のリンパ浮腫治療の

弾性着衣

○療養費支給申請書

○医師による装具装着の必要性を証
明する指示書（原本）

○領収書（原本）

〇靴型装具を作成した場合は、作成し

た靴型装具の写真を添付

④海外で医者にかかった

とき

●旅行中の急病

●海外に赴任、滞在等

○海外療養費支給申請書

○診療報酬明細書（医師が作成）
〇領収明細書（原本） ○邦訳

○海外で支払った領収書（原本）

○受診者の海外に渡航した事実が確

認できるもの（パスポート写しなど）

○同意書（担当医師に照会すること）

7



申請内容 例 提出書類

⑤医師の同意を得て、は

り・きゅう、あんま・マッ
サージを受けたとき

○療養費支給申請書（施術内容）

○医師による施術の必要性を証明する
同意書（原本）（初回時および６ヵ月

ごとの再同意）

○領収書（原本）

〇施術報告書

⑥重症患者が医師の指示

で一時的、緊急的に移送

されたとき

○移送費承認申請書（医師の意見書）

○移送費支給申請書（保険者が認めた

場合）

○移送に要した費用の領収書・明細書

（原本）

8



療養費支給申請書様式
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はり・きゅう、あんま・マッサージ
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海外療養費
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海外療養費支給申請書様式（診療内容・領収明細書） 12



海外療養費支給申請書様式（診療内容・領収明細書の邦訳）
13



14調査に関わる同意書

調査に関わる同意書  Agreement of Authorization 

治療開始日　Starting date of medication 年 Year　　　　　　　　月 Month　　　　　　　　日 Day

患者名　Name of Patient

住所　Address

生年月日　Date of birth 年 Year　　　　　　　　月 Month　　　　　　　　日 Day

東京金属事業健康保険組合　御中

To:Tokyo kinzoku jigyo health insurance society

署名欄  Signature

氏名　Signature

住所　Address

日付　Date 年 Year　　　　　　　　月 Month　　　　　　　　日 Day

患者との関係　Relation to the insured 本人 Self ・ 親権者 Guardian ・ 法定相続人 Heir ・ その他 Other (　        　　　　　)

私（療養を受けた者）、 は、健康保険組合の職員又は健康保険組合が委託した事業者が、海外療養費
申請書類にある事実（療養行為を行った日時、場所、療養内容）を確認するため、申請書類の提供等によって、療養行為を行った者に照会
を行い、当該者から照会に対する情報の提供を受けることに同意します。

また、上記確認にあたり、パスポートのコピーが必要となる場合には、パスポートを提示することも併せて同意します。

署名は、治療を受けた本人が行ってください。
なお、次の場合は、親権者（本人が未成年の場合）、成年後見人（本人が成年被後見人の場合）、法定相続人（本人が死亡している場

合）が署名してください。

Insured person who has received treatment shall sign one’s signature.

However, in the following case, guardian (insured person is under age), guardian of adult (insured person is adult ward), heir

(insured person is dead) shall sign one’s signature.

※ 本同意書の有効期限は署名日から６か月間です。
This agreement of authorization expires 6 month after the signed date.

なお、国や地域、医療機関から所定の同意書や委任状などを求められた場合、所定の書類に必要事項を記載いただくことがあります。
Also, we might ask you to fill out the formatted documents if countries or regions, and medical institutions required submitting
their format of agreement of authorization or authorization letter.

I (patient who has received treatment) authorize health insurance society or its staff,and its subcontractors to refer and obtain
any and all factual information related to an overseas medical treatment benefit claim(s) filed or to be filed including date of the
treatment, place, and any treatment records and information from the medical organization in order to verify by submitting the
related application forms.
Also, I agree to submit a photocopy of my passport if it is necessary along verification process written above.



移送費承認支給申請書・移送届様式
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被保険者・被扶養者が、同一の医療機関（入院・通院別（調剤分含む））で１人・１ヵ月にかかった
保険診療分の自己負担額（２１,０００円を超える自己負担額が複数あるときは合算）が、下表の自己
負担限度額を超えた場合、超えた分が申請により高額療養費として支給されます。

所得区分（標準報酬月額） 自己負担限度額 多数該当

（ア）８３万円以上 ２５２,６００円＋（総医療費－８４２,０００円）×１％ １４０,１００円

（イ）５３～７９万円 １６７,４００円＋（総医療費－５５８,０００円）×１％ ９３,０００円

（ウ）２８～５０万円 ８０,１００円＋（総医療費－２６７,０００円）×１％ ４４,４００円

（エ）２６万円以下 ５７,６００円 ４４,４００円

（オ）低所得者
（市区町村民税非課税）

３５,４００円 ２４,６００円

高額療養費（７０歳未満）
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被保険者・被扶養者が、１ヵ月にかかった保険診療分の自己負担額の合計が、下表の自己負担
限度額を超えた場合、超えた分が申請により高額療養費として支給されます。
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高額療養費（７０歳～７5歳未満高齢受給者）



◎多数該当とは、同一世帯で、診療を受けた月以前の１２ヵ月間にすでに３ヵ月以上高額療養費が支

給された場合は、自己負担限度額が４ヵ月目から軽減されます。

◎合算高額療養費とは、世帯で２１,０００円を超える保険診療分の自己負担額が複数あるときは、合

算した額が自己負担限度額を超えた場合は、超えた分が合算高額療養費として支給されます。

ただし、７０歳未満の人の場合は自己負担額２１，０００円以上が合算の対象となり、７０歳以上の

人の場合は自己負担額をすべて合算できます。

７０歳以上の人と７０歳未満の人が高額療養費に該当するときは、７０歳以上の人の自己負担限度

額を適用したあと、残りの自己負担額を７０歳未満の自己負担額に合算し、７０歳未満の自己負担限
度額を適用します。

◎長期高額疾病について、（１）慢性腎不全で人工透析を実施している患者、（２）血友病、（３）抗ウイ
ルス剤を投与している後天性免疫不全症候群の人の場合は、自己負担限度額が１０,０００円になりま
す。（１）の人については標準報酬月額が５３万円以上の人は自己負担限度額が２０,０００円となります
。

この取扱いを受けるには、医師の意見書等を添えて健康保険組合に申請し、「健康保険特定疾病
療養受療証」の交付を受け、医療機関の窓口に受療証と被保険者証を提出します。
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当健康保険組合では、法律に定められた高額療養費の給付に加えて、「一部負担還元金」「家族療養
費付加金」「訪問看護療養費付加金」「家族訪問看護療養費付加金」「合算高額療養費付加金」 として独
自の給付を行っています。

支給要件は、被保険者・被扶養者が、同一の医療機関（入院・通院別（調剤分含む））で１人・１ヵ月に
か

かった保険診療分の自己負担額（高額療養費の支給があるときはその額も除いて）から、下表の自己負

担限度額を除いた額が支給されます。ただし、国や地方自治体等の制度により、医療費の自己負担相当

額または、その一部が受けられる場合は、支給できないこともあります。

区分（標準報酬月額） 自己負担限度額

８３万円以上 １０１,０００円＋（総医療費－３３７,０００円）×１％

５３～７９万円 ６７,０００円＋（総医療費－２２３,０００円）×１％

２８～５０万円 ３０,０００円＋（総医療費－１００,０００円）×１％

２６万円以下 ２３,０００円

低所得者 １４,０００円
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付加給付（７０歳未満）



区分（標準報酬月額）

自己負担限度額

個人単位
（外来）

世帯単位（入院含む）

現役並み所得者（２８万円以上） ３０,０００円 ３０,０００円＋（総医療費－１５０,０００円）×１％

一般所得 ２３,０００円 ２３,０００円

低所得者 １４,０００円 １４,０００円
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付加給付（７０歳～７５歳未満高齢受給者）



合算高額療養費付加金の計算方法の変更

■図1 従来の計算方法

■図2 変更後の計算方法
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高額療養費および一部負担還元金等申請書 22



高額療養費制度は、医療機関での窓口支払いが高額になり、自己負担限度額を超えた場合、健康保険組
合に申請して、限度額を超えた分について後から払い戻しを受ける制度です。

事前に健康保険組合に申請して「限度額適用認定証」の交付を受け、窓口での支払い時にそれを提示しま
すと、支払いが自己負担限度額までで済み、窓口での支払いが軽減されるようになります。

この認定証がないと、従来どおり窓口で一旦３割を支払い、後で払い戻しを受けることになります。

病 院

７０歳未満の方の窓口支払いが軽減されます

～高額な医療費を支払うときは事前に認定証の申請を～

７０歳未満の方

健保組合

病 院

①別紙の申請書で認定証の
申請

②認定証の交付

③認定証の提示
自己負担限度額までの支払

④高額療養費の請求・支払

なお、多数・合算の高額療養費、一部負担還元金等の付加給付については、従来どおり申請
が必要です

23



健康保険限度額適用認定申請書 24



・限度額適用認定証を提示しない場合の医療費（所得区分（ウ）の場合）

療養の給付（家族療養費）

窓口で支払った額

（３割負担）

かかった医療費

高額療養費

最終自己負担額

付加給付

療養の給付（家族療養費）

所得区分が「一般」の場合の計算例

８０,１００円 + ①＝自己負担限度額

３割負担分－自己負担限度額

＝高額療養費

３０,０００円 + ②＝控除額

３割負担分－高額療養費－

控除額＝付加給付

①（かかった医療費－２６７,０００円）×１％

②（かかった医療費－１００,０００円）×１％

払い戻し額
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・限度額適用認定証を提示した場合の医療費（所得区分（ウ）の場合

療養の給付（家族療養費）

かかった医療費

現物給付

最終自己負担額

①（かかった医療費－２６７,０００円）×1％

②（かかった医療費－１００,０００円）×1％

払い戻し額

付加給付

所得区分が「一般」の場合の計算例

８０,１００円 + ①＝自己負担限度額

高額療養費を除いた金額で支払い済

３０,０００円 + ②＝控除額

自己負担限度額－控除額

＝付加給付

高額療養費 自己負担限度額

窓口で支払う額
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計算例（年齢は70歳未満で所得区分は「ウ」のケース

療養の給付（7割） 自己負担（3割）

かかった医療費（10割）

現物給付

③高額療養費

212,570円

最終自己負担額

④39,000円

①窓口で支払った額

⑤付加給付

48,430円

⑥払い戻し額
261,000円

【かかった医療費（10割）が100万円の場合】

（窓口負担額）

100万円×3割＝300,000円 ・・・①

（高額療養費自己負担限度額）・・・計算式にあてはめると

80,100円+（100万円－267,000円）×1％＝87,430円・・②

（高額療養費支給額）

①300,000円－②87,430円＝212,570円 ・・・③

（付加給付自己負担限度額）・・・計算式にあてはめると

30,000円+（100万－100,000円）×1％＝39,000円・・④

（付加給付支給額）

①300,000円－③212,570円－④39,000円＝48,430円⑤

【払い戻し額】（高額療養費＋付加給付）

③ 212,570円 + ⑤ 48,430円 ＝261,000円・・・⑥

最終的は自己負担額

① － （ ③ ＋⑤ ） ＝④39,000円

②自己負担限度額87,430円

④付加給付

自己負担限度額

39,000円
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【給付①】

ご視聴ありがとうございました

東京金属事業健康保険組合 業務部


